
事務事業評価表【評価版】

事業名：

政 策

取 組 の

基本方針

終了年度開始年度

事務事業の目的と成果

指標・事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

区分 単位

事　業　費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

手段（事務事業の内容、やり方）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

補助金の性格

千円

千円

正職員人件費(B)

総事業費 ( A + B )

戦 略

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

（平成28年度実績） 【      47】

農業経営基盤強化促進事業
主査（農業委員会）

02 産業

都市型農業の推進01

昭和58年度 ―

売買又は利用権設定希望農地

農地の売り手・貸し手又は買い手・借り手からの申出により、その相手方を選定し、あっせん委員をして農地の権利移動の手
助けをする。

農地の権利移動が適確に行われる。

26年度実績 27年度実績 28年度実績 29年度当初

対象指標１ 売買又は利用権設定希望農地面積 ha 638 692 672 640

対象指標２

活動指標１ あっせん委員（農業委員）による活動延べ回数 回 28 45 43 34

活動指標２

成果指標１ 所有権移転並びに利用権設定面積 ha 629 691 658 630

成果指標２ 流動化率＝所有権移転並びに権利設定面積÷売買並びに利用権設定希望農地面積 % 98.6 97.9 98.599.8

317 214 207 279

4,712 4,658 5,369 5,392

5,029 4,872 5,576 5,671

・農用地の利用権設定又は所有権移転の促進
・農地利用集積円滑化事業の実施を促進

・消耗品費　　　　43千円
・燃料費　　　　  67千円
・物品等修繕費　  97千円28年度
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事業を取り巻く環境変化

事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

高齢化が進み、国として、優良な経営者を育成する必要性が生じたことから、農業経営基盤強化促進法が制定され
、農地の円滑な権利移転及び権利設定に基づく農地の集積を進める方針がとられた。

安定した農家の経営基盤を築くには、生産コストの低減を図らなければならないが、農産物の価格低迷等により、
農家経営の圧迫は避けられない状況にある。

平成28年度の実績による担当課の評価（平成29年度７月時点）

（1）税金を使って達成する目的（対象と意図）ですか？市の役割や守備範囲にあった目的ですか？（目的妥当性）

認定農業者等の担い手農家に農地を集積することにより、農地が効率的に利用
され、農業経営の基盤強化につながる。江別市において農業が重要な産業であ
ることを鑑みて、権利移転及び権利設定の意向のマッチングの手助けは妥当で
ある。

妥当である

妥当性が低い

▼

（2）上位計画等（総合計画・個別計画等）への貢献度は大きいですか？（上位貢献度）

都市型農業の推進のための農業経営の安定化には、農地調整事務が含まれ、農
業委員会が担う農地流動化を対象とした業務はその一部にすぎないが、貢献度
は大きいものと言える。

貢献度　大きい

貢献度　ふつう

貢献度　小さい

基礎的事務事業 ▼

（3）計画どおりに成果は上がっていますか？計画どおりに成果が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？（成果動向及び原因分析）

低価格農産物の輸入等、農産物の価格低迷により、農家所得も低迷しているが
、スケールメリットを生かした農業経営の改善を図る担い手農家は地道に増え
ている。

上がっている

どちらかといえば上がっている

上がっていない

▼

（4）成果が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？（成果向上余地）

近年は担い手への農地の利用集積は、高齢化や後継者不足により鈍化していた
が、平成２４年度以降安定して進んでいる。今後も新規就農等の意欲のある農
業者の育成が求められる。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

成果向上余地　小・なし

▼

（5）現状の成果を落とさずにコスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？（効率性）

現状では新たな方法は考えられない。ある

なし

▼
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